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自動車運転者の時間外労働の上限規制と改善基準告示の見直し

▸ 自動車運転者については、 働き方改革関連法により、 令和６年４月１日から罰則付きの時間外労働の上限規制 （年960時間） が適用
されること等から、 公労使三者構成の労働政策審議会の下に専門委員会を設置し、 改善基準告示見直しの議論を進めてきた。

▸ 令和４年９月27日の専門委員会において取りまとめを行い、 同年1 2月2 3日に改善基準告示を改正 （令和６年４月１日～適用） 。

自動車運転者の時間外労働の上限規制について （働き方改革関連法）

▸ 自動車運転者の上限規制は、 令和６年３月まで適用猶予。

法律による上限
（例外）

一般労働者 自動車運転者

▸ 令和６年４月以降も、時間外労働の上限は年９６０時間のみ。
・年７２０時間 ・年９６０時間の

み
法律による上限

（原則）
月４５時間

年３６０時間

・単月100時間未満

（休日労働含む）

・複数月平均80時間

（休日労働含む）

法定労働時間

１日８時間
週４０時間

・ 法律による上限
（原則）を超えられる

のは年６か月まで

改善基準告示の見直しの経緯

令和元年1 1月 ： 労働政策審議会労働条件分科会の下に、 「自動車運転者労働時間等専門委員会」を設置

実態調査、疲労度調査、海外調査を実施

令和３年４月 ： 同専門委員会の下に、 「業態別（トラック、バス、ハイヤー・タクシー）作業部会」を設置

・ 作業部会を複数回開催

・ 令和４年３月：バス、ハイヤー・タクシー中間とりまとめ

令和４年９月27日 ： 同専門委員会 取りまとめ （トラック、バス、ハイヤー・タクシー）
→ 同年10月11日 労働条件分科会に報告

同年1 1月29日 改正告示案要綱の諮問・答申

令和４年12月23日 ： 改善基準告示 改正
荷主への「要請」、関係者への「周知」を実施

令和６年４月１日 ： 年９６０時間の上限規制、改善基準告示 適用 １



時間外労働の上限規制と改善基準告示の適用について

▸ 令和６年４月１日より、 年960時間の時間外労働の上限規制、 改正した改善基準告示が適用される。

２



荷主等の関係者に対する周知等について

自動車運転者労働時間等専門委員会報告 （令和４年９月27日） 「４ その他」 より抜粋

者や自動車運転者のみならず、 荷主やいわゆる元請運送事業者、 貸切バス利用者等の発注者、 貨

物自動車利用運送事業者等に対し、 関係省庁と連携し、 幅広く周知することが適当である。

３



改善基準告示の改正に伴う 「荷主特別対策チーム」の編成

▸ 令和４年12月23日の改善基準告示の改正に伴い、滋賀労働局監督課に「荷主特別対策チーム」 を編成

４



「トラックＧメン」設置に伴う国土交通省との連携強化（令和5年10月から）

５



厚生労働省のホームページにおける荷主情報の収集

６
〈厚生労働省ＨＰ〉



労働基準監督署による荷主への要請等について①

７



労働基準監督署による荷主への要請等について②

８



労働基準監督署による荷主への要請が長時間の荷待ちの改善等
につながった好事例 ①

９

⃝穀物・飼料を保管する倉庫業を営む発着荷主であるA社。輸入業者から穀物・飼料を一時預かり、その後、同
業者からの依頼を受け、必要な量を同業者の販売先へ配送するための協力会社（トラック運送事業者）の手配
等を行う。

⃝Ａ社では、以前から協力会社（トラック運送事業者）と時間外労働の上限規制に備え、トラックドライバーの
労働時間削減に向けた意見交換を行っていたが、令和５年に入った頃、労働基準監督署の荷主要請を受け、こ
れを機会に具体的な対策を講ずることとし、協力会社（トラック運送事業者）に所属しているトラックドライ
バー全員に対してアンケートを実施し、労働時間削減に係る意見を集約。

⃝意見を基に、発荷主、着荷主、それぞれの立場で、輸入業者にも協力を依頼し、トラックドライバーの労働時
間短縮に向けた以下の取組を実施することとした。

①着荷主としての取組
予約システムの導入により、輸入業者から保管依頼の注文を受ける際に、荷の種類・量・到着日時等をオ
ンラインで自社倉庫内に情報共有できることとなり、荷の受入準備を早期に進めることが可能となり、荷
下ろし待ち時間の減少につながった。

②発荷主としての取組
・これまで、販売先の「荷の受け取り時間」は決まっていなかったが、Ａ社からの依頼を受けた輸入業者

が販売先と調整した結果、配送を依頼する際には、必ず販売先の「荷の受け取り時間」を決めることと
し、これをA社から協力会社（トラック運送事業者）に伝えるようにした。これにより、協力会社（ト
ラック運送事業者）は、配送先での荷下ろし待ち時間を少なくすることができた上、配車を効率的に行
うことが出来るようになった。

・Ａ社の自社倉庫内で荷積み時間が長時間となっている場所を把握し、当該箇所に作業員を増員する措置
を実施し、荷積み時間の短縮を図った。

⃝これらの取組により、協力会社（トラック運送事業者）より、「トラックドライバーの時間外労働時間数が、
約20％減少した。」との報告を受けた。

【事例① 倉庫業Ａ社】（九州）



労働基準監督署による荷主への要請が長時間の荷待ちの改善等
につながった好事例 ②

10

製糖所を営むB社では、原料の収穫期である10月～12月になると、ダンプトラックによる搬入

が集中し、例年、製糖所内で長時間の荷待ちが発生する状況となっていた。

この状況を知った労働基準監督署がB社へ要請を実施し、原料輸送の効率化や、原料の受入期間

の拡大などについてB社と意見交換を行ったほか、同署は、原料である農産物を取り扱う地域の

農協や、元請け運送事業者に対してもB社への要請内容を伝え、荷待ち時間の解消に関する協力

を求めた。

この結果、B社では、改善方策の具体化に向け、農協等の関係者との交渉を加速させ、次期収穫

期では

・大型輸送車両の導入による総稼働台数の削減

・原料の受入期間拡大による業務量の平準化

により、改善を実施することとなった。

【事例② 製糖業B社】（北海道・東北）



労働基準監督署による荷主への要請が長時間の荷待ちの改善等
につながった好事例 ③

11

C社の地域の労働基準監督署では、管内に食料品製造業の事業場が多く存在することから、地域

全体の輸送効率化には、食料品製造業における取組が重要と考え、食料品製造業に対して重点

的に要請を実施していた。

食料品製造業を営むC社は、同署から要請を受け、意見交換を通じ、以前から認識していた

2024問題への理解を深め、取組を加速させるため、以下の取組を実施した。

・発送当日に行っていた箱詰め作業を、前日に前倒し実施し、工場全体の発送便の荷待ち時間

を、１日あたり約２時間削減させた。

・小口便から大口便に切替え、トラック運送事業者の集荷回数を約２割減少させた。

また、さらなる輸送効率化に向けて、C社の品質管理部署が、製品の消費期限の延長などを検証

している。

【事例③ 食料品製造業C社】（北海道・東北）



労働基準監督署による荷主への要請が長時間の荷待ちの改善等
につながった好事例 ④

12

鉄スクラップを主原料に製鋼品等を製造するD社。

D社は発荷主・着荷主双方の立場であり、従来から2024年問題に関心を持ち、荷積み時間、荷

下ろし時間を考慮した到着時刻を指定するなど、荷待ち時間短縮に向けた取組を行ってきた。

令和５年に入り、労働基準監督署の要請を受けたことをきっかけに、更なる改善を検討したと

ころ、

①トラック運送事業者から、時間外労働の上限規制対応のため、高速道路利用回数の増加に

よる運賃増額の申し入れがなされている。

②当社が扱うスクラップ原料は、取引先（荷の送り手）が、買取り価格の高い時期に搬入し

たい意向がある。そのため、その時期は、どうしても荷下ろし待ち時間が長くなる。

といった状況が確認された。

D社では、①についてトラック運送事業者から、増額分の具体的な根拠を聞いた上で運賃増額

の対応を検討するほか、②についてはプラットフォームを増設すべく関係部署との調整を開始

している。

【事例④ 製鋼業D社】（中国・四国）



労働基準監督署による荷主への要請が長時間の荷待ちの改善等
につながった好事例 ⑤

13

樹脂製品の中間材料を製造するE社。

材料の受け入れは隣接する協力企業からのパイプライン輸送が多いが、出荷は全てトラック輸送

による。

労働基準監督署の要請を受け、トラック運送事業者と2024年以降も今までどおり取引を行うた

め、発注者として果たすべき責任があると認識し、発荷の約70％を担当する元請け運送事業者と

協議を実施、改善基準告示を遵守できる対策を検討し、

①運転時間を短縮するための配送ルートの見直しや余裕ある運行とするための到着時刻の変更

②高速道路の利用

等の改善要望が出されたため、E社は可能な限りこれに対応することとした。

E社は、①の顧客への着荷時間の変更要請や、②の高速道路料金の代金への上乗せを来年１月か

ら実施し、ルートの修正等の調整が必要であれば、３月までに完了させ、4月の時間外労働の上

限規制・改正改善基準告示の施行に間に合わせたいとしている。

【事例⑤ 化学工業E社】（中国・四国）



自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイ ト

•  トラック運転者のポータルサイトを、 バス・タクシーについても掲載した自動車運転者のポータルサイトに刷新

• 時間外労働の上限規制 ・ 改正後の改善基準告示の適用に向けて、 事業者や関係者、 国民に向けた様々な情報を発信。

＜ トラック運転者の長時間労働改善に

向けたポータルサイ ト＞

＜自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイ ト＞

（イメージ）

改善基準告示改正に

合わせてリニューアル

14



トラック運転者の長時間労働改善特別センター

トラック院展者の労働時間削減に向けた労務管理・取引環境改善のため、荷主や運送事業者からの相談に特化した相談窓口
を設置。（令和４年８月～）

運送業での知見や経験のある社労士等が相談やコンサルティングを行う。

15
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連名文書による協力要請について（事業主団体あて）
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令和５年５月



連名文書による協力要請について（発着荷主あて）
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令和５年５月



連名文書による協力要請について（市町あて）
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R５年５月



連名文書による協力要請について

19

R５年12月
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ベストプラクティス企業の取組事例について
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ベストプラクティス企業の取組事例について
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ベストプラクティス企業の取組事例について（荷主）
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【荷主】パナソニック ホームズ株式会社と運送事業者の連携した取組事例①
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ベストプラクティス企業の取組事例について（荷主）
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【荷主】パナソニック ホームズ株式会社と運送事業者の連携した取組事例②
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ベストプラクティス企業の取組事例について（運送事業者）
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【運送事業者】滋賀近交運輸倉庫株式会社と荷主の連携した取組事例


